
地域社会への貢献�

1）甲府事業所の活動

国母工業団地のゼロエミッション推進

甲府事業所は、国母工業団地（山梨県）の23社共同リサイクルに

よるゼロエミッション活動のリーダーとして地域貢献しています。

1992年から活動を展開し、第1ステップとして紙類の再生紙化、第2

ステップとして廃プラスチック・木くず・ゴミ類の固形燃料化、第3

ステップとして社員食堂の生ゴミの堆肥化を実現しました。今後は

古紙を原料としたパルプモールド成形による梱包材の削減、廃酸・

廃アルカリ等廃液の化学処理による無害化、ガス化溶融炉導入に

よる廃棄物ゼロの実現、さらに廃製品解体工場の設立等の先進的

な試みで、世界初のゼロエミッション工業団地の実現を目指します。

これらの活動はテレビ、新聞、環境専門誌等にも数多く紹介され、

甲府事業所には1999年度に各界から2,480名の方々が見学に訪れ

ました。

2）本社工場の活動

①緑化の推進

「2000年代に大木2000本を残そう、育てよう」という武蔵野市の地域

緑化計画「大木シンボルツリー2000計画」に賛同し、構内の大木

50本を登録しました。加えて、解体した5棟の旧工場の跡地にも

樹木を多く植え、地域の緑化に協力していきます。

②ノーカーデー実施協力

前年度に引き続き、1999年11月から2000年2月までの毎週水曜日の

東京都ノーカーデーに協力し、通勤用自動車の利用台数を平均53％

削減しました。

③見学、視察の受入

近隣小中学校14校から800名の生徒が社会科見学に訪れました。

また、市民・行政・企業等からの環境視察の皆様には、要望に応じ

ISOの環境マネジメントシステムの説明や相談にも応じています。

3）横河フローテックの活動

全員による環境ボランティアへの取り組み

三重県久居市の横河フローテックでは、1994年以来、毎月最終土

曜日に工場周辺地域の清掃、空缶拾いなどを継続して実施してい

ます。この清掃は休日に全社員が交代で行なっており、文字通り

全員で環境ボランティアに取り組んでいます。従来の活動に加え、

2000年からは、地域のグリーンボランティア活動にも積極的に参加

しています。

地域社会と共生する企業として、また地域活動のリーダーとして、環境保全活動に注力しています。

■リサイクルシステム

東京都からの自動車公害防止の感謝状

環境ボランティア活動（横河フローテック）

古紙再生業者�

23社の古紙集団回収システム� 再生トイレットペーパー�

廃プラ、木屑等の集団回収�

再資源化業者� RDF

セメント工場の燃料�

灰はエコセメント化�

業者又は組合で�
事業化�

有機農産物を各社が�
グリーン購入�

各社がリサイクル購入�

第1�
ステップ�

第2�
ステップ�

第3�
ステップ�

第4�
ステップ�

コンポスト化�

社員食堂の生ごみ集団回収� 地域の農家�

調理�

パルプモールド成形�

廃酸・廃アルカリ等の化学処理�

ガス化溶融炉�

廃製品解体工場�

第5�
ステップ�

第6�
ステップ�

第7�
ステップ�
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環境会計�

YOKOGAWAグループは、省エネルギ－や省資源など環境に配慮した製品等を提供することによって
顧客のニ－ズに応え、循環型社会の形成に貢献するよう努めてきました。また、自ら環境保全活動を
積極的に行なうことにより、環境負荷の低減も図ってきました。
環境会計は、これらの活動をより効果的に実行するため、活動に要する環境保全コストとその効果
を明確にし、そこから得られた各種の環境情報を経営管理に役立てる重要なツールであるとともに、
それらの環境情報を広く公表し、グループの環境保全活動への理解を深めていただくツールでも
あります。今後は、環境会計をよりレベルアップし環境情報システムと一体化させることによって、
環境マネジメントの有効性のさらなる向上および、より詳細な環境情報の提供を目指しています。

1．環境会計の目的

1）内部目的

環境保全活動に関わるコストとそれによって得られた効果を把握

することによって、今後の環境保全活動を効果的に実施するための

意思決定の判断材料とします。

2）外部目的

①投資家、取引先および債権者に対して、環境に関する有用な事業

情報を提供します。

②地域および社会一般に対して、環境保全への取組姿勢を示し

環境アカウンタビリティを果し、正統性の信任を得ます。

2．対象とする集計期間及び事業範囲

①対象とする集計期間は1999年度です。

②対象とする事業範囲に含まれるサイトは1頁記載の9サイトです。

生産・サ－ビス活動により事業エリア内で生じる環境負荷を抑制するための�
環境保全コスト（事業エリア内コスト）�
　①公害防止コスト（7公害､酸性雨防止、有害物質削減等）�
�
　②地球環境保全コスト（省エネ、温暖化・オゾン層破壊防止等）�
�
　③資源循環コスト（省資源、節水、リサイクル、廃棄物削減・処理等）�
�
�
生産・サ－ビス活動に伴って事業エリアの上流または下流で生じる環境負荷を�
抑制するためのコスト（上･下流コスト／グリーン購入、廃製品等処理）�
管理活動における環境保全コスト（管理活動コスト／EMS構築運用、監視測定、教育）�
�
研究開発活動における環境保全コスト（研究開発コスト／製品・製造・物流・販売）�
�
社会活動における環境保全コスト（社会活動コスト／自然保護、地域活動、情報開示）�
�
環境損傷に対応するコスト（環境損傷コスト／土壌汚染、自然破壊修復）�

�
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�
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�
76�
�
�
6�
�
0�
�
1�
�
3�
�
0�
2

■1999年環境会計情報�

（1）�
�
�
�
�
�
�
�
�

（2）�
�

（3）�
�

（4）�
�

（5）�
�

（6）�

�
 小計�
有害物質代替洗浄�
大気･水質･土壌汚染防止�
省エネ（省エネビル・設備、コジェネ、太陽光発電）�
HCFC代替洗浄�
紙資源削減（電子化）�
リサイクル拡大�
廃棄物削減・処理�
グリ－ン購入・調達�
�
ＥＭＳ構築・運用�
監視測定、環境教育�
環境調和型製品開発、鉛フリ－はんだ付け開発�
有害物質代替洗浄開発�
自然保護・緑化推進�
地域社会活動、情報開示�
土壌汚染調査・分析・修復�

�
403�

�
151�

�
113�

�
�

138�
�

11�
�

527�
�

100�
�

51�
25

費用額�投資額�

内
訳�

分　類� 主な取組の内容�

当該期間の投資額の総額�
当該期間の研究開発費の総額�

環境を含む全設備投資�
環境を含む全研究開発�

10,111�
17,510

金　額�項　目� 内容等�

環境保全コスト�

●費用額は、設備投資の減価償却費、人件費等の維持運営費が含まれます。�

単位：百万円�

3．環境会計の方針

原則として、環境庁「環境会計システムの確立に向けて（2000年

報告）」に準拠します。

1）環境保全コスト

①集計の対象

原則として環境保全を目的とした支出を対象としますが、必要に

応じ効果面による補完を行います。

②投資と費用の区分

原則として財務会計上の区分に準拠します。

③設備投資の減価償却費の計上方法

各期の減価償却費の算定方法は、投資の効果が及ぶ期間にわたる

残存価格ゼロの毎期均等償却によります。その計上期間は、投資の

効果が及ぶ期間にかかわらず投資実施年度から5年間を上限と

します。なお、過年度の減価償却費については、遡及して当期分に

含めて計上しています。

④複合コストの計上方法

原則として差額計上とし、それが困難な場合は環境目的の割合に

応じて按分計上します。
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3）環境保全対策に伴う経済効果

①集計の対象

環境保全活動の結果、実際に得られた収入額、実際に削減された

支出額及び回避された環境リスクの評価額を対象とします。

②設備投資による実際の支出削減額の計上方法

減価償却費の計上期間に対応させるため、投資実施年度から5年間

を上限とします。

③設備投資以外の環境保全対策による実際の支出削減額の計上

方法

原則として環境保全対策を実施しなかった場合と比較した年換算

削減額を計上します。

計上期間は、原則として対策実施年の1年間とします。

4．1999年度環境会計情報

次表の通りです。

5．今後の課題

①環境会計の対象とするサイトをさらに拡大します。2000年度は

YOKOGAWAグループ内のISO 14001認証取得サイト全体を対象

とする予定です。

②環境会計の考え方や処理方法については、原則として環境庁の

ガイドラインに準拠しながら、YOKOGAWAグループの特徴を生か

したものを目指します。当面、環境効率性、仮定に基づく費用の回避額

（遵法やリスク回避等）及び環境ビジネスに関する環境保全効果の

計上について、その妥当性を検討します。

③環境会計に基礎データを提供する、環境情報システムの確立を

目指します。

金　額�
事業エリア内で生じる環境保全効果�
（事業エリア内効果）�
 ・有害物質削減�
 ・環境汚染物質抑制�
 ・省エネによるCO2削減（都市ガス増分を減量）�
 ・HCFC削減�
 ・紙資源削減�
 ・廃棄物削減�
 ・リサイクル拡大�
上・下流で生じる環境保全効果�
　・グリーン購入�
その他の環境保全効果�
 ・環境調和型製品の省電力によるCO2削減�
 ・社会活動�
 ・地域活動�

（1）�

�

�

�

�

�

�

�

�

（2）�

�

（3）�

�
�
 17.1 ton トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン削減�
�
 1,900 ton CO2排出量削減（8,980MWh）�
 4 ton HCFC削減�
 101 ton 紙資源削減�
 856 ton 廃棄物削減（リサイクル除く）�
�
�
92％ グリーン購入率（事務用品目）（本社工場）�
�
280ton CO2排出量削減（環境調和型製品の生涯使用換算）�
2,480人の環境見学者（甲府事業所）�
ゼロエミッション活動の推進（甲府 国母工業団地）�

�
404�

�
138�

�
186�

�
�

80�
�
1�

936

環境保全対策に伴う経済効果�
効果の内容� 環境負荷指標（パフォーマンス）�

�
�

＊1�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

＊2�
�

＊3

環境保全効果�

�
小　計�
 有害物質削減、リスク回避による費用削減�
�
 省エネ・HCFC削減等による費用削減�
�
 紙・水・廃棄物量削減等による費用削減�
 有価物売却益�
�
�
　グリーン購入・部品リユース等による費用削減�
小　計�
 環境調和型製品開発による材料費削減�
 および研究開発効果�
 教育効果および教育費用削減�
 リスク回避による費用削減�

効果の内容�

環境ビジネス製品売上高�
当該期間の売上高の総額�

＊4�
環境を含む全売上高�

金　額（比率）項　目� 内容等�
27,416�
220,400

（12％）�
（100％）�

＊1：遵法・環境リスク回避効果として、客観的に算定が不可能な場合は監視測定費・設備投資の減価償却費相当額を算入した。�
＊2：環境調和型製品の省資源効果として、従来品と開発品の材料費差額×年換算販売台数を開発年次に計上した。また研究開発投資の付加価値として、開発費相当額を計上した。�
＊3：環境教育投資の付加価値として、教育費相当額および外部講習・コンサル料削減額を計上した。�
＊4：環境ビジネス製品（水質浄化・大気保全・廃棄物処理等）など、もっぱら社会的な環境負荷低減に寄与する製品・システムの当期売上高。�

単位：百万円�

⑤人件費の計上方法

・ 環境保全を主目的に組織された部署の人件費及びそれ以外の部署

であっても職務目的がもっぱら環境保全と考えられる者の人件費は、

これをすべて環境保全コストとします。

・ 上記以外の者が環境保全活動に従事した場合、その活動時間に

所定レートを乗じた金額を環境保全コストとします。

2）環境保全効果

①集計の対象

環境保全活動の結果、抑制または回避された環境負荷の量を対象

とします。

②測定単位

原則として各環境負荷の物量単位によって測定しますが、定量的な

測定が困難な場合は定性的に把握します。

③設備投資に伴う環境保全効果の計上期間

減価償却費の計上期間に対応させるため、投資実施年度から5年間

を上限とします。

④環境保全効果の計上方法

原則として環境保全対策が実施されなかった場合と比較した年換

算削減量を計上します。

ただし、当該方法の適用が困難な場合は、基準年度と比較した年換

算削減量を計上します。

⑤環境調和型製品の環境保全効果の計上方法

YOKOGAWAグループの製品は、LCA（ライフサイクルアセスメント）

評価結果、使用時のCO2排出量の比率が圧倒的に高い特徴があり

ます。従って環境保全効果は従来品と比較して、製品の生涯使用時

のCO2排出削減量等を計上します。
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環境保全活動のあゆみ�

1971年�

1974年�

1987年�

1989年�

1991年�

1993年�

1994年�

�

1995年�

�

1996年�

�

�

1997年�

1998年�

�

1999年�

�

2000年9月現在�

�

7月�

5月�

10月�

4月�

2月�

8月�

12月�

6月�

10月�

3月�

5月�

�

7月�

2月�

5月�

9月�

12月�

公害防止組織設置�

都条例に適合する廃液除害施設の設置�

環境アセスメントへの取り組み開始�

フロン委員会発足�

地球環境保全推進室の新設�

地球環境委員会発足、環境担当役員決定�

環境ボランタリープラン1993年度活動成果報告�

洗浄用特定フロン・トリクロロエタン全廃完了�

「環境調和型企業を目指す」取締役会決定第一歩として「ISO 14001認証取得」を決定�

横河電機地球環境委員会再編成�

環境マネジメント基本規程（環境社規）制定�

本社工場、甲府事業所、小峰工場（現横河ファインテック）の地球環境委員会発足�

本社工場に太陽光発電設置／武蔵野市と防災協定を締結�

甲府事業所　ISO 14001認証取得�

本社工場、小峰工場（現横河ファインテック）　ISO 14001認証取得�

本社新本館にコジェネ発電システム（585ＭW×2基）導入�

「環境報告書1999」発刊�

日本経済新聞「第3回環境経営度調査」の製造業部門で第2位にランクされる�

横河電機 2サイト、グループ国内9社、海外4社が ISO 14001認証取得�

中国（蘇州）�

シンガポール�

中国（上海）�

インドネシア�

横河電機（株） 甲府事業所�

横河電機（株） 本社工場�

横河ファインテック（株）�

横河フローテック（株）�

国際チャート（株）�

横河トレーディング（株）�

横河M&C（株）�

横河レンタリース（株）�

横河エレクトロニクス（株）�

横河プレシジョン（株）�

横河エンジニアリングサービス（株）�

�

蘇州横河電表有限公司�

Yokogawa Electric Asia Pte. Ltd.�

上海横河電機有限公司�

P.T. Yokogawa Manufacturing Batam

会社名� 認証取得年月日�

1997年7月�

1998年2月�

1998年2月�

1998年8月�

1999年1月�

1999年2月�

1999年4月�

1999年5月�

1999年9月�

1999年11月�

2000年2月�

�

1998年5月�

1998年10月�

2000年3月�

2000年4月�

■ISO 14001 取得状況�
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■第三者検証意見書

■本年度版報告書の変更点

1． データ範囲はISO 14001認証取得済み関連会社を7社まで拡大しました。

2． 環境会計は環境庁ガイドライン「環境会計システムの確立に向けて（2000年報告）」に基づき充実しました。

3． 環境報告書の第三者検証を受けました。

4． エコバランスの表示を初めて試みました。

5． PRTRを物質名のみでなく、数量表示しました。

6． 省エネのCO2排出量について、「C換算」を「CO2換算」（電気事業連合会の新換算係数）に変更しました。
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